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別添 

○ 電報サービス契約約款の変更認可申請書(写)
（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社）

○ 電報サービス料金の変更認可申請書(写)
（東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社）



平成29年11月24日 

総務大臣 

野田 聖子 殿 

情報通信行政・郵政行政審議会 

  会長  多賀谷 一照 

答 申 書（案） 

 平成29年９月29日付け諮問第3097号をもって諮問された事案について、審議の結果、下記

のとおり答申する。 

記 

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の電報サービス契約約款 

及び料金の変更の認可については、認可することは適当と認められる。 

２ 本件に関しては、次の点について東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社

において十分な対応がなされるよう要望する。 

(1) 電報サービス契約約款及び料金の変更に当たっては、事前の周知を十分行うこと。

また、事前の周知等の状況によっては、必要に応じ受付時間等の変更の実施の延期も

視野に入れて、利用者において混乱が生じないよう対応すること。

(2) 上記契約約款及び料金の変更後においては、夜間受付による利用を希望する利用者

に対し、夜間受付をインターネット接続で一元的に行っていることについて周知及び

照会対応を適切に行うことで、利用者の円滑な電報利用を支援すること。

(3) (1)、(2)に関して、認可した日から受付時間等の変更の日までの間及びその後の当

分の間、利用者対応の実施状況について、総務省に報告すること。

３ なお、提出された意見及びその意見に対する当審議会の考え方は、別添のとおりである。 
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別
 

添
 

「
東

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

及
び

西
日

本
電

信
電

話
株

式
会

社
の

電
報

サ
ー

ビ
ス

契
約

約
款

及
び

料
金

の
変

更
の

認
可

」
に

対
し

て
寄

せ
ら

れ
た

意
見

及
び

そ
の
意
見
に
対
す
る
考

え
方
 

平
成

２
９

年
１

１
月

２
４

日
 

情
報

通
信
行

政
・

郵
政

行
政

審
議
会
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意
見

 
考
え
方

 

本
改

正
に
さ
ほ

ど
反
対
で
は
な
い
。

 

電
報

は
概
ね

フ
ァ
ク
シ
ミ
リ
及
び
レ
タ
ッ
ク
ス
（
ま
た
、
電
話

回
線

の
使

用
を
行
わ

な
い
も
の
を
許

す
の

で
あ
れ
ば

電
子

メ
ー
ル

も
含

む
）に

よ
っ
て
代
替
可
能
と
思
わ
れ

る
の
で
、
サ

ー
ビ
ス
縮

小
に
よ
る
問
題

は
あ
ま
り
無

い
の
で

は
な
い
か

と
思
わ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。

 

な
お
、
電

報
は
、
現
在
、
主
に
祝
電
な
ど
の
た
め
に
儀

式
的
に
利

用
さ
れ
て
い
る
も
の

と
察
さ
れ

る
が

、
祝

電
は

レ
タ
ッ
ク
ス
で
も
行
え
る
の
で
あ
る
か
ら
（た

だ
、
専
ら
そ
の
た
め
の

軽
く
な
い
名

称
の

サ
ー
ビ
ス
の

展
開

は
、
日

本

郵
便

株
式
会

社
の
営
業
努
力
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
と
望
ま
し
い
と
考

え
る
。
）
、
一
般

利
用
者

に
向
け
た
サ

ー
ビ
ス

と
し
て
は

廃
止

も
行
っ
て
良
い
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

 

【
個

人
】 

○
電

報
の

夜
間

受
付

等
の

縮
小

は
、
多

く
の

場
面

で
代

替
的

手
段

も
多

く
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
や

む
を
得

な
い
も
の

と
考

え
ら
れ

る
が

、
他

の
伝
達

手
段

の
な
い
相
手
方

へ
の
最
低
限

確
保
す
べ
き
情
報
伝
達
手
段
と
し
て
の
電
報
の
役
割

の
意
義

に
鑑

み
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接

続
に
よ
る
夜

間
受

付
へ

の
誘

導
を
円

滑
に
行

う
等

に
よ
り
、
そ
の

役
割

が
十

分
に
果

た
さ

れ
る
よ
う
に
、
総

務
省

よ
り
東

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

及

び
西

日
本

電
信

電
話

株
式

会
社

に
対

し
て
求

め
る
こ
と
を
要

望
す
る
。
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申 請 概 要

１ 申請者 

東日本電信電話株式会社（代表取締役社長 山村 雅之） 

西日本電信電話株式会社（代表取締役社長 村尾 和俊） 

（以下「ＮＴＴ東日本・西日本」という。） 

２ 申請年月日 

平成 29年９月 20日 

３ 申請の概要 

（１）変更の概要

  ＮＴＴ東日本・西日本が行う電報の事業について、電報の取扱通数

の減少に伴う収支の悪化を背景に、経営効率化のため、受付時間、配

達時間等の見直しを行うもの。主な変更点は以下のとおり。 

① 夜間電話受付の廃止（これに伴い、緊急定文電報の追加料金

（2,000円）による夜間配達も廃止）

② 「緊急定文電報」（基本料金 300円）を「定文電報」に改称

（２）実施期日

認可後、平成 30年１月１日（予定）から実施
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Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

・
西

日
本

の
電

報
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

○
電
報
は
電
話
、
電

子
メ
ー
ル

等
の

代
替
手
段
の

発
達
等

に
よ
り
そ
の

発
信
通

数
は

減
少

傾
向

に
あ
る
。

○
そ
の

中
で
、
同

サ
ー
ビ
ス
に
係

る
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
・
西
日
本

の
収
益

も
近
年

悪
化
傾

向
に
あ
る
。

（
２
）
収

支
の

状
況

平
成
２
８
年

度
決

算
に
お
い
て
、
営
業
利
益

は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
▲
３
億

円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本
１
億

円
を
計
上
。
（
収
益
は
約

10
％

/年
減
少
傾
向
。
）

平
成

２
８
年

度
に
お
い
て
、
電
報
取
扱
通
数
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日

本
34

3万
通

、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日

本
37

4万
通
。
（通

数
は
約

10
％

/年
減
少
傾
向
。
）

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
民

営
化

後
の
取
扱
通
数
の
ピ
ー
ク
時

（
平
成

３
年

度
：4

,6
96

万
通

）
の

1/
6以

下
。
）
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年
度

H
28

年
度

電
報

事
業

収
支

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東

日
本

）

営
業
収
益

営
業
費
用

営
業
利
益

（
億
円
）

2
0

3
1

8
5

1
7

1
1

5
5

1
4

1
1
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6

1
6

2
1

5
1
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4
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1
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4

1
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1

2
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4
1

3
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1
1
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0
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0
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0
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0

0

2
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0

H
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3
年

度
H

2
4
年

度
H

2
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年

度
H

2
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年

度
H

2
7
年

度
H

2
8
年

度

電
報

事
業

収
支

（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西

日
本

）

営
業
収
益

営
業
費
用

営
業
利
益

（
億
円
）

（
１
）
取

扱
通

数

1

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
】

【
Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
】

委
員

限
り
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N
T
T
東

日
本
・
西
日

本
は

、
電

報
の

需
要

の
縮

小
と
電
報

の
取
扱

通
数
の

減
少

に
よ
る
収

支
の

悪
化

を
背

景
に
、
電

報
サ

ー
ビ

ス
の
受
付
時
間
及

び
配

達
時

間
の

見
直

し
を
希

望
。

見
直

し
案

の
内

容

②
緊

急
定

文
電
報
の
見
直
し

①
通

常
電

報
の
受
付
時
間
見
直
し

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
・
西
日

本
に
よ
る
電
報

サ
ー
ビ
ス
の
約

款
・料

金
の

変
更
認
可
申
請
の
概
要
①

①
夜
間
電
話

受
付

（
1
9
時

～
2
2
時

）
を
廃
止
。

②
緊
急
定
文
電

報
の

夜
間

受
付

及
び
追
加
料
金
（
2
,0

0
0
円
）
に
よ
る
夜

間
・
早
朝
配

達
も
廃

止
。

ま
た
、
緊
急

定
文

電
報

を
「
定

文
電

報
」
に
改

称
。

前
日

19
:0

0以
降
の
受
付
分

を
配

達

前
日

19
:0

0以
降
の
受
付
分

を
配

達

5

6



審 査 結 果 

（約款の変更認可） 

 電気通信事業法関係審査基準（平成13年1月6日総務省訓令第75号。以下「審査基準」という。）

の規定に基づき、以下のとおり審査を行った結果、認可することが適当であると認められる。 

審 査 事 項 
審査

結果 
理  由 

１  第一種電気通信事業者及びその利

用者の責任に関する事項並びに電気

通信設備の設置の工事その他の工事

に関する費用の負担の方法が適正か

つ明確に定められていること。 

【審査基準第１３条の２(1)】 

－ 

 今回の申請において変更点はな

い。 

２  電気通信回線設備の使用の態様を

不当に制限するものでないこと。 

【審査基準第１３条の２(2)】 

適
 電気通信回線設備の使用の態様

を不当に制限するような変更事項

はなく、適当であると認められる。 

３  特定の者に対し不当な差別的取扱

いをするものでないこと。 

【審査基準第１３条の２(3)】 

適
 特定の者に対し不当な差別的取

扱いをするものでないと認められ

る。 

４  法第８条第１項及び施行規則第５

５条に定める重要通信が優先的に取

り扱われること並びに施行規則第５

６条に定める機関等が重要通信を行

うため他の通信の接続が制限又は停

止されることが定められていること。 

【審査基準第１３条の２(4)】 

－ 

 今回の申請において変更点はな

い。 

５  他の電気通信事業者との間に不当

な競争を引き起こすものでなく、その

他社会的経済的事情に照らして著し

く不適当であるため、利用者の利益を

阻害するものでないこと。 

【審査基準第１３条の２(5)】 
適

他の電気通信事業者との間に不

当な競争を引き起こすものでなく、

その他社会的経済的事情に照らし

て著しく不適当であるため利用者

の利益を阻害するものであるとは

いえない。 

本件については、ＮＴＴ東日本・

西日本において、受付時間等変更の

周知やインターネット接続による

夜間受付への誘導が円滑に行われ

ることが必要であり、その実施につ

いて注視することが必要。 
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審 査 結 果 

（料金の変更認可） 

 電気通信事業法関係審査基準（平成 13 年 1 月 6 日総務省訓令第 75 号。以下「審査基準」とい

う。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行った結果、認可することが適当であると認められる。 

審 査 事 項 
審査

結果 
理  由 

１ 料金及びその額の算定方法が、電

気通信料金算定要領に照らし、妥当

なものであること。 

【審査基準第１２条の２(１)】 

適
「定文電報」の料金については、改称

前の「緊急定文電報」と同額の料金で提

供され、変更がない。 

２ 特定の者に対し不当な差別的取扱

いをするものでないこと。 

【審査基準第１２条の２(２)】 

適
料金は、特定の者に対し不当な差別的

取扱いをするものではないと認められ

る。 
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内
容

実
施
時
期

①
全
て
の
お
客
様
へ
の
お
知
らせ

報
道
発
表

•
認
可
申
請
後
、報

道
発
表
を
実
施
。

（
当
社

H
P上
に
も
掲
載
）

20
17
年

9月

当
社

H
P上

•
認
可
後
、あ
らた
め
て
見
直
し内

容
に
つ
い
て
掲
載
。

20
17
年

11
月

電
報
受
付
サ
イト

（
D

-M
AI

L）

•
認
可
申
請
後
、見

直
し内

容
に
つ
い
て
掲
載
。

20
17
年

11
月

•
認
可
後
、あ
らた
め
て
見
直
し内

容
に
つ
い
て
掲
載
。

20
17
年

11
月

電
報
受
付
コー
ル
セ
ン
タ

（
11

5番
）

•
全
入
電
呼
に
対
す
る
音
声
ガ
イダ
ン
ス
に
よ
る
案
内
を
実
施
予
定
。

20
17
年

12
月
～

20
18
年

3月

②
緊
急
定
文
電
報
（
夜
間
申
込
）
ご
利
用
の
お
客
様
へ
の
お
知
らせ

•
20

15
年
度
お
よ
び

20
16
年
度
に
お
け
る
緊
急
定
文
電
報
を
夜
間
に

申
し
込
み
さ
れ
た
お
客
様
へ
、
見
直
し
を
検
討
し
て
い
る
旨
を

電
話
で
お
知
らせ
。

20
16
年
～

20
17
年

③
緊
急
定
文
電
報
（
夜
間
配
達
）
ご
利
用
の
お
客
様
へ
の
お
知
らせ

•
緊
急
定
文
電
報
の
夜
間
配
達
を
ご
利
用
され
た
一
部
の
お
客
様
へ
、訪

問
で

見
直
し内

容
（
案
）
を
お
知
らせ
。

20
16
年
～

20
17
年

•
緊
急
定
文
電
報
の
夜
間
配
達
を
ご
利
用
され

た
一
部
の
お
客
様
へ
、再

度
訪
問
で
見
直
し内

容
を
お
知
らせ
。

20
17
年

11
月
～

2
0

1
7
年

1
1
月

2
4
日

Ｎ
Ｔ

Ｔ
東

日
本

Ｎ
Ｔ

Ｔ
西

日
本

電
報
サ
ー
ビス
の
受
付
・配
達
時
間
の
見
直
しに
関
す
る
お
客
様
へ
の
お
知
らせ
に
つ
い
て

参
考

資
料

9



別
紙

報
道
発
表
内
容

（
報
道
発
表
本
紙
）

（
報
道
発
表
別
紙
）

参
考

資
料
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別
紙

当
社

H
P/

D
-M

AI
Lサ
イト
に
お
け
る
お
知
らせ

（
東
日
本
電
報
受
付
サ
イト

トッ
プ
ペ
ー
ジ
）

報
道
発
表
文
へ
リン
ク

参
考

資
料

11



別
紙

11
5番

に
お
け
る
音
声
ガ
イダ
ン
ス
イメ
ー
ジ
（
東
日
本
の
場
合
）

全
入
電
呼
に
対
して
、認

可
後
よ
り、
見
直
し以

降
も
暫
くの
間
、受

付
時
間
の
見
直
しに
つ
い
て
お
知
らせ
す
る
ガ
イダ
ン
ス
を

流
す
予
定
。

お
電
話
あ
りが
とう
ご
ざ
い
ま
す
。こ
ち
らは

N
TT

11
5番

電
報
受
付
で
す
。

平
成

30
年

1月
1日

よ
り1

15
番
の
受
付
時
間
を
、午

前
8時

か
ら午

後
7時

ま
で
に
変
更
させ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

電
話
料
金
払
い
に
よ
る
電
報
を
お
申
込
み
の
方
は
数
字
の
「1
」を
、ク
レ
ジ
ット
カー
ド払

い
に
よ
る
電
報
を
お
申
込
み
の
方
は

数
字
の
「2
」を
、電

報
お
申
込
後
の
変
更
、取

り消
し
、配

達
状
況
確
認
、そ
の
他
電
報
に
関
す
る
お
問
合
せ
に
つ
い
て
は

数
字
の
「3
」を
お
選
び
くだ
さい
。

お
電
話
あ
りが
とう
ご
ざ
い
ま
す
。こ
ち
らは

N
TT

11
5番

電
報
受
付
で
す
。

恐
れ
入
りま
す
が
、本

日
の
受
付
は
終
了
い
た
しま
した
。

11
5番

の
受
付
時
間
は
午
前

8時
か
ら午

後
10
時
ま
で
とな
って
お
りま
す
。

な
お
、平

成
30
年

1月
1日

よ
り1

15
番
の
受
付
時
間
を
、午

前
8時

か
ら午

後
7時

ま
で
に
変
更
させ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

ま
た
、電

報
受
付
サ
イ
ト「

D
-M

AI
L」
で
は
、パ
ソ
コン
ま
た
は
ス
マ
ー
トフ
ォン
か
ら2

4時
間
電
報
を
お
申
込
み
い
た
だ
け
ま
す
。

詳
しく
は
、「

N
TT
＿
電
報
」で
検
索
して
くだ
さい
。

参
考

資
料

受
付
時
間
中
の
ガ
イダ
ン
ス

受
付
時
間
外
の
ガ
イダ
ン
ス

【認
可
後
～
平
成

30
年

1月
1日

ま
で
の
間
】

受
付
時
間
外
の
ガ
イダ
ン
ス

【平
成

30
年

1月
1日

以
降
】

お
電
話
あ
りが
とう
ご
ざ
い
ま
す
。こ
ち
らは

N
TT

11
5番

電
報
受
付
で
す
。

恐
れ
入
りま
す
が
、本

日
の
受
付
は
終
了
い
た
しま
した
。

11
5番

の
受
付
時
間
は
午
前

8時
か
ら午

後
7時

ま
で
とな
って
お
りま
す
。

な
お
、電

報
受
付
サ
イ
ト「

D
-M

AI
L」
で
は
、パ
ソ
コン
ま
た
は
ス
マ
ー
トフ
ォン
か
ら2

4時
間
電
報
を
お
申
込
み
い
た
だ
け
ま
す
。

詳
しく
は
、「

N
TT
＿
電
報
」で
検
索
して
くだ
さい
。
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